市 町 村 議会 で 議決 し た 意見 書 等 ( 令 和 2 年 9 月 ) 
令 和 2 年 9 月 30 日 現在 


| 市 町 村 名 


1 | 戸 市 | 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対 
し 地方 税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 


EE 


| 5 層 W 田 市 | 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 拡大 下 に お ける 季節 性 イン フル エン ザ の 流 
市 


陸前 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対 
較 し 地方 税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 


行 に 備え た 体制 整備 を 求め る 意見 書 


ル 上 市 断 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対 
し 地方 税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 








意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 24 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 
総務 大 臣 財務 大 臣 経済 産業 大 臣 経済 再生 担当 大 臣 
まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 担 当 大 臣 

【 件 名 】 新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対し 地方 
税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 

















新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 が 世界 的 に 葛 延 し 、 わ が 国 は 、 戦 後 最 大 の 経済 危機 に 直面 し 
て いる 。 地域 経済 に も 大 きだ な 影響 が 及び 、 本 年 度 は も と より 来年 度 に お いて も 、 地 方 税 ・ 
地方 交付 税 な ど 一 般 財 源 の 激減 が 避け が た く な っ て いる 。 

地方 自治 体 で は 、 医 療 介 護 、 子 育て 、 地 域 の 防災 ・ 減 災 、 雇 用 の 確保 な ど 喫 監 の 財政 需 
要 へ の 対応 を は じ め 、 長 期 化す る 感染 症 対 策 に も 迫 ら れ 、 地 方 財政 は 巨額 の 財政 不足 を 生 
じ 、 こ れ ま で に な い 厳 し い 状況 に 陥る こと が 予想 され る 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 令 和 3 年 度 地方 財政 対策 及び 地方 税制 改正 に 向け 、 下 記事 項 を 
確実 に 実現 され る よう 、 強 く 要 望 する 。 

































































































































































記 





1 地方 の 安定 的 な 財政 運営 に 必要 な 地方 税 、 地 方 交付 税 な どの 一 般 財 源 総額 を 確保 する 
こと 。 そ の 際 、 了 臨時 財政 対策 債 が 累積 する こと の な いよ う 、 発 行 額 の 縮減 に 努め る と と 
も に 、 償 二 財源 を 確保 する こと 。 

2 地方 交付 税 に つい て は 、 引 き 続 き 財源 保障 機能 と 財源 
で きる よう 総額 を 確保 する こと 。 

3 流 和 2 年 度 の 地方 税収 が 大 幅 に 減収 と な る こと が 予想 され る こと か ら 、 思 い 切 っ た 減 
収 補填 措置 を 講じ る と と も に 、 減 収 補填 債 の 対象 と な る 税目 に つい て も 、 地 方 消費 税 を 
含め 弾力 的 に 対応 する こと 。 

4 税源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地方 税 体系 の 構築 に 努め る と と も に 、 国 税 ・ 

地方 税 の 政策 税制 に つい て は 、 積 極 的 な 整理 合理 化 を 図り 、 新 設 ・ 拡 充 ・ 継 続 に 当たっ 
て は 、 有 効 性 ・ 緊 急性 を 厳格 に 判断 する こと 。 

5 と り わ け 、 固 定 資産 税 は 、 市 町 村 の 極め て 重要 な 基幹 税 で あり 、 制 度 の 根幹 に 影響 す 
る 見 直し は 、 土 地 ・ 家 屋 ・ 償 却 資 産 を 問わ ず 、 断 じ て 行 わな いこ と 。 先 の 緊急 経済 対策 
と し て 講じ た 特例 措置 は 、 臨 時 ・ 異 例 の 措置 と し て 、 や む を 得 な いも の で あっ た が 、 本 
来 国庫 補助 金 な ど に より 対応 すべ きも の で ある 。 よ っ て 、 今 回 限り の 措置 と し 、 期 限 の 
到来 を も っ て 確実 に 終了 する こと 。 







































































骨 整 機能 の 両機 能 が 適切 に 発揮 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 























意見 書 の 内 容 








【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 24 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 
文部 科学 大 臣 

【 件 名 】 教 職員 定数 の 改善 及び 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 に 係る 意見 書 














新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 対策 と し て 3 月 に は 全国 で 一 斉 臨時 休業 が 行わ れ ま し た 。 ま 
た 、 4 月 以降 再開 され た も の の 、 学 校 現場 で は 学び の 保障 や 心 の ケア 、 感 染 症 対策 な ど 教 
職員 が 不断 の 努力 を 続け て いま す 。 

学校 現場 で は 、 新 学習 指導 要領 へ の 対応 だ け で な く 、 貧 困 ・ い じ め ・ 不 癌 校 な ど 解 決 す 
べき 課題 が 山積 し て お り 、 子 ども た ちの ゆたか な 学び を 実現 する た め の 教 材 研究 や 授業 # 
備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 困難 な 状況 と な っ て いま す 。 ゆ た か な 学び や 学校 の 働き 
方 改革 を 実現 する た め に は 、 加 配 措置 で は な く 抜 本 的 な 定数 改善 計画 に 基づく 教職 員 定 数 
改善 が 不可 欠 で す 。 

義務 教育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 平 成 1 8 年 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国庫 負担 率 
が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 厳しい 財政 状況 の 中 、 独 自 財 源 に より 人 
的 措置 等 を 行っ て いる 自治 体 も ちり ます が 、 自 治 体 間 の 教育 格差 が お 生じ る こと は 大 き な 間 
題 で す 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に むけ た 財源 保障 を し 、 子 ども た ち が 全 国 の どこ に 住ん 
で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 ゆ た か な 子ども の 学び 
を 保障 する た め の 条 件 整備 は 不可 欠 で す 。 

よっ て 、 国 会 及び 政府 に お か れ て は 、 地 方 教育 行政 の 実情 を 十分 に 認識 され 、 地 方 自治 
体 が 計画 的 に 教育 行政 を 進め る こと が で きる よう に 、 下 記 の 措置 を 講じ られ る よう 強く 要 
請 し ます 。 




















































































































































































































































































































































































































記 








1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を は か る た め 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 























































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 戸 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 24 日 
【 提 出 先 】 内閣 総 理大 臣 財務 大 臣 文部 科学 大 臣 
【 件 名 】「 少 人 数 学級 」 の 実現 を 求め る 意見 書 




















「 安 全 ・ 安 心 で 、 ゆ き と ど いた 教育 実現 に つなが る 小学 校 、 中 学校 、 高 校 の 少 人 数 学級 」 
を 実現 する た め 、 必 要 な 措置 を 講ず る よう 強く 要望 し ます 。 






































[理由 ] 

コロ ナ 補 の 中 で 、 子 ども も 学校 も 多く の 不安 と 心配 を 抱え を えて いま す 。 

今 、 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 防止 対策 で 、 学 校 教 育 の 現場 で も 身体 的 距離 の 確保 が 重要 
で す 。 し か し 、40 人 学級 の 教室 で は 子ども た ちの 身体 的 距離 が と れず 、「 容 集 状 態 」 と な 
っ て いま す 。 これ を 避け る た め に は 20 人 前 後 の 少 人 数 学級 に し な けれ ば な り ま せん 。 も と 
も と 学校 は 一 人 一 人 の 子ども と じっくり 向き 合い 、 悩 み に 耳 を 傾け 、 個 別 の 指導 を する こ 
と が 大 切 で あり 、 現 場 か ら は 40 人 学級 で な く 少 人 数 学級 実現 の 要望 が 強く 出さ れ て お り ま 
す 。 日 本 教育 学会 は 以前 か ら 20 人 前 後 の 少 人 数 学級 が 望ま し いと いう 見 解 を し て いま し 
た が 、 コ ロナ 福 で 十分 な 教育 を 保障 する た め に 教員 を 10 万 人 増やす こと と 抜本 的 に 教育 予 
a 

7 月 3 日 に は 、 全 国 知 事 会 ・ 全 国 市 長 会 ・ 全 国 町 村 会 は 連名 で 政府 に 「 少 人 数 編成 を 可 
et また 、7 月 17 日 に 開 議 決定 され た 「 骨 太 方 針 
2020」 で も 「 少 人 数 に よる きめ 細か な 指導 体制 の 計画 的 整備 」 の 検討 を 提起 し て いま す 。 

来年 度 予算 編成 に あたっ て 、 少 人 数 学級 に 踏み 出す 予算 措置 を 実現 する こと が 、 教 育 関 
係 者 の 強い 要望 に な っ て いま す 。 こ うし た 状況 を 踏ま えて 、 次 の 措置 を 講ず る こと を 強く 
求め ます 。 

















































































































































































































































































































[要望 事項 ] 
a ・ 安 全 で 、 ゆ き と ど いた 教育 実現 に つなが る 小学 校 、 中 学校 、 高 校 の 少 人 数 学級 」 
速やか に 実現 する た め 、 必 要 な 措置 を 講ず る こと 。 















































上 記 の と お り 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し 
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市 町 村 識 会 名 








陸前 高田 市 


【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 


【 件 名 】 


新型 コロ ナウ 


衆議院 議長 参議 院 議長 内 閣 総 理大 臣 財務 大 臣 総務 大 臣 

経済 産業 大 臣 内 閣 官房 長官 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 担当 大 臣 
経済 再生 担当 大 臣 

新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対し 地方 
税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 














イル ス 感 染 症 が 世界 的 に 環 延 し 、 我 が 国 は 、 戦 後 最大 の 経済 危機 に 直面 し 
































て いる 。 地域 経済 に も 大 き な 影 響 が 及び 、 本 年 度 は も と より 来年 度 に お いて も 、 地 方 税 ・ 
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方 交付 税 な ど 
地方 自治 体 で 
要 へ の 対応 を 


























EL し 、 こ れ ま で 


一 般 財 源 の 激減 が 避け 難く な っ て いる 。 

は 、 医 療 ・ 介 護 、 子 育て 、 地 域 の 防災 ・ 減 炎 、 雇 用 の 確保 な ど 喫 緊 の 財政 
は じ め 、 長 期 化す る 感染 症 対策 に も 迫 ら れ 、 地 方 財政 は 巨額 の 財政 不足 を 
に な い 上 厳し い 状況 に 陥る こと が 予想 され る 。 ま た 、 自 然 災 害 等 に より 被災 










































































し た 地域 で は 、 そ の 復旧 、 復 興 途 上 で の コロ ナ 福 に より 更 な る 打撃 を 受け て いる こと も あ 
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源 措置 が 必要 と な っ て いる 。 








よっ て 、 国 に 






































お いて は 、 令 和 3 年度 地 方 財政 対策 及び 地方 税制 改正 に 向け 、 下 記事 項 を 








確実 に 実現 され る よう 、 強 く 要 望 する 。 
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地方 の 安定 的 な 財政 運営 に 必要 な 地方 税 、 地 方 交付 税 な どの 一 般 財源 総額 を 確保 する 


こと 。 そ の 際 、 了 臨時 財政 対策 債 が 累積 する こと の な いよ う 、 発 行 額 の 縮減 
も に 、 償 層 財 源 を 確保 する こと 。 
地方 交付 税 に つい て は 、 引 き 続 き 財 源 保 障 機能 と 財源 
で きる よう 総額 を 確保 する こと 。 
令 和 2 年 度 の 地方 税収 が 大 幅 に 減収 と な る こと が 予想 され る こと か ら 、 思 い 切 っ た 減 














努め る と と 









































骨 整 機能 の 両機 能 が 適切 に 発揮 
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講じ る と と も に 、 減 収 補填 債 の 対象 と な る 税目 に つい て も 、 地 方 消費 税 を 





収 補填 措置 を 



































含め 弾力 的 に 














税源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地方 税 体系 の 構築 に 努め る と と も に 、 国 
地方 税 の 政策 税制 に つい て は 、 積 極 的 な 整理 合理 化 を 図り 、 新 設 ・ 拡 充 ・ 継 続 に 当たっ 
て は 、 有 効 性 ・ 緊 急性 を 厳格 に 判断 する こと 。 








と り わ け 、 
る 見 直し は 、 


対応 する こと 。 














税 ・ 
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固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 極め て 重要 な 基幹 税 で あり 、 制 度 の 根幹 に 影響 す 
土地 ・ 家 屋 ・ 償 却 次 産 を 問わ ず 、 断 し て 行わ な いこ と 。 先 の 緊急 経済 対策 
































と し て 講じ た 特例 措置 は 、 臨 時 ・ 異 例 の 措置 と し て 、 や む を 得 な いも の で あっ た が 、 本 
来 国庫 補助 金 な ど に より 対応 すべ きも の で ある 。 よ っ て 、 今 回 限り の 措置 と し 、 期 限 の 
























































到来 を も っ て 確実 に 終了 する こと 。 




















以上 、 地 方 E 























治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 














市 町 村 識 会 名 








総務 大 臣 


陸前 高田 市 | 【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 25 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 参議 院 議 長 内 閣 総理 大 臣 財務 大 臣 
経済 産業 大 臣 内 閣 官房 長官 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 担当 大 臣 
経済 再生 担当 大 臣 
【 件 名 】 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 拡大 下 に お ける 季 
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季節 に 移り 





政府 に お いて は 、 外 出 E 
限 な どの 対策 を 行っ て きた と ころ で ある が 、 
日 報道 され る な ど 、 
変わ ろう と し て いる 。 例年 、 
患者 が 発生 し て お り 、 


えた 体制 整備 を 求め る 意見 書 








素 要 請 


























いま だ 収束 が 見 








特 








ザ の 同時 流行 が 懸念 され る 。 
季節 性 イン フル エン ザ に お いて は 、 ワ クチ ン を 接種 する こと で 重症 化 を 予防 する 効果 が 


ある と され て お り 、 新 型 コ 
ワク チン の 接種 希望 者 が 
令 和 2 年 9 月 4 
の イン フル エン ザ 流 
に 伴う 体制 整 
状 の ある 患者 か ら の 受 
節 性 イン フル エン ザ 及 び 新 型 コ ロナ ウイ ルス 感染 症 の 発症 段 
診断 が 
療 を 継続 する こと は 困 


ま 法 、 














法 変更 











と か ら 、 
常時 の 診 





充実 を 





1 
安定 供給 を 


図る た め 


イン フル エン ザワ クチ ン 接 得 





「 新 し い 生 ? 











「 

















ロナ ウイ ルス 感染 症 が 全 


古 様式 」 の 周知 、 
新型 


節 性 イン フル エン ザ の 流行 に 備 


イベ ント 等 の 収容 人 数 制 


コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 新規 感染 者 数 が 


えな い 状 況 の 中 、 


季節 

















































































































だ を 診 
及 康 


目 談 の 対応 や 











困難 で あり 、 医 
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る こと また 








2 
に GA 
め る こと 。 


以上 、 地 方 E 


地域 住民 に el 次 
地方 に に お 








国 的 に 拡大 し て いる 本 年 








季節 











これ まで より 急激 に 増大 する こと が 予想 され る 。 
日 付け 事務 連絡 と し て 、 厚生 労作 























E が 示さ れ た が 、 
医療 需要 が 急 } 























肖 す る も 


行 に 備え た 体制 整備 に つい て 」 の 中 で 、 発 熱 症 状 の ある 愚者 の 
許 に 係る 基本 的 な 方 向 愉 














医 : 


療 機 関 に お いて は 
の と 思料 され る 。 さらに 


























階 に お ける 症状 は 似 て 


























舌 】 





貫 の 





括 療 体 1 


















































る 医師 及び 
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治 法 第 9 9 条 の 規定 に 


























療 体制 が 脆弱 な 地方 に お いて は 、 十 分 な 感染 予防 策 を 講 




















医療 提供 体制 の 








E れ る よう 強く 要望 する 。 


ら な いよ う 配 慮 する こと 。 
療 機関 の 拡充 を 行う こ 


上 の ある 制度 や 方 











医 








EE インフルエンザ が 流行 する 
E イ ン フ ル エ ン ザ の 流行 時 期 に は 多数 の 発熱 


こも 今年 の 冬 は 新型 コロ ナウ イル ス 成 梁 症 と 季節 性 イン フル エン 


に お いて は 


動 省 よ り 都 道府県 に 発出 され た 「 次 


人 
及 良 


a 





いる こ 
し 














難 を 極め る た め 、 医 療 月 壊 を 引 起 し 兼ね な い 状 況 で ある 。 
つい て は 、 国 に お いて 、 引 き 続 き 地 方 公共 団体 と 連携 ・ 協 力 し 、 
、 次 の 事項 に つい て 早急 に 取 


確保 ・ 

















g 布 望 者 が 漏れ な く 接 種 で きる よう 国 に お いて ワク チン の 
ワク チン の 供給 地域 が 偏 
還 整 備 と 公 的 
療 従事 者 の 確保 に つい て 、 実 効 人 


だ ら 
針 を 進 








市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








北 上 市 


【 議 決 年 月 日 】 令 和 2 年 9 月 29 日 
【 提 出 先 】 


【 件 名 】 

















項 を 確実 に 実現 
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3 








内 閣 総理 大 臣 内 閣 官房 長官 総務 大 臣 財務 大 臣 

経済 産業 大 臣 経済 再生 担当 大 臣 まち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 担 当 大 臣 
新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 の 影響 に 伴う 地方 財政 の 急激 な 悪化 に 対し 地方 
税 財源 の 確保 を 求め る 意見 書 





新型 コロ ナウ イル ス 感 染 症 が 世界 的 に 墓 延 し 、 わ が 国 は 、 戦 後 最大 の 経済 危機 に 直 
面 し て いま す 。 地 域 経済 に も 大 き な 影 響 が 及 ん で いる 中 、 地 方 自治 体 で は 、 医 療 介 護 、 
子育て 、 地 域 の 防災 ・ 減 災 、 雇 用 の 確保 な ど 喫 忠 の 財政 需要 へ の 対応 を は じ め 、 長 期 
化す る 感染 症 対策 に も 人 迫 ら れ 、 地 方 財政 は これ まで に な い 厳 し い 状況 に 陥る こと が 予 
想 さ れ ま す 。 
よっ て 、 国 ( 















































こ お い て は 、 令 和 3 年 度 地 方 財政 対策 及び 地方 税制 改正 に 向け 、 下 記事 




















され る よう 、 強 く 要 望 し ます 。 
記 


地方 の 安定 的 な 財政 運営 に 必要 な 地方 税 、 地 方 交付 税 な どの 一 般 財 源 総額 を 確保 
する こと 。 そ の 際 、 了 臨時 財政 対策 債 が 累積 する こと の な いよ う 、 発 行 額 の 縮 減 に 努 


め る と と も (【 








こ 、 償 層 財 源 を 確保 する こと 。 
地方 交付 税 に つい て は 、 引 き 続 き 財 源 保 障 機能 と 財源 調整 機能 の 両機 能 が 適切 に 
発揮 で きる よ う 総 額 を 確保 する こと 。 
令 和 2 年 度 の 地方 税収 が 大 幅 に 減収 と な る こと が 予想 され る こと か ら 、 思 い 切 っ 
























































た 減収 補填 措置 を 講じ る と と も に 、 減 収 補填 債 の 対象 と な る 税目 に つい て も 、 地 方 









































消費 税 を 含め 弾力 的 に 対応 する こと 。 


4 税源 の 偏在 性 が 小さ く 、 税 収 が 安定 的 な 地方 税 体系 の 構築 に 努め る と と も に 、 国 
税 ・ 地 方 税 の 政策 税制 に つい て は 、 積 極 的 な 整理 合理 化 を 図り 、 新 設 ・ 拡 充 ・ 継 続 
に 当たっ て は 、 有 効 性 ・ 緊 急性 を 厳格 に 判断 する こと 。 
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と り わ け 、 












































固定 資産 税 は 、 市 町 村 の 極め て 重要 な 基幹 税 で あり 、 制 度 の 根幹 に 影 











響 す る 見 直し は 、 土 地 ・ 家 屋 ・ 償 却 資 産 を 問わ ず 、 断 じ て 行わ な いこ と 。 先 の 緊急 
経済 対策 と し て 講じ た 特例 措置 は 、 臨 時 ・ 異 例 の 措置 と し て 、 や む を 得 な いも の で 
あっ た が 、 本 来 国庫 補助 金 な ど に より 対応 すべ きも の で ある 。 よ っ て 、 今 回 限り の 
措置 と し 、 期 限 の 到来 を も っ て 確実 に 終了 する こと 。 














































































































以上 、 地 方 E 








治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 

















